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はじめに

わが国における中山間地域の過疎化や少子高齢化は著
しく、医療の需要は高まる一方、それを担う専門的医療は
不足１）しており、市外などの専門医療機関へのアクセスを
余儀なくされている。新見市においても、乳幼児検診や発
達相談における医師は市外からの医師で賄っており、健診
後のフォロー先となると、移動距離が長い県南の専門病院
に数か月先の予約で受診するのが現状である。

2005年に発達障害者支援法が施行され、各都道府県およ
び市町村は、乳幼児健診時に発達障害を早期に発見し、発
達障害児者の乳幼児期から成人期以降に続くライフステ
ージを通した切れ目のない支援体制の整備や関係機関の
緊密な連携を進めている２）。乳幼児健診と就学前の療育・
相談との連携、子ども家庭支援ネットワークを中心とした
事業や幼稚園、保育所等と小学校の連携を図る事業など、
教育委員会と首長部局とが連携した、子どもの発達支援や
子育て支援の施策が行われることで、支援の担い手を多層
的にするとともに、連携のキーパーソンとなる職員として
複数の職員を配置するなど、教育と福祉が互いに顔の見え
る連携を実現し、担当者同士の信頼関係を構築することが
重要３）である。

新見市内の母子保健システムを概観すると、臨床心理
士、特別支援教育推進センターに所属する教員、市保健師
で構成されたチームで市内の保育所・認定こども園等に
在籍している園児の支援に対して、就学後まで切れ目のな
い支援体制を構築することを目的に、現在困り感を感じて

いる、または将来的に困る可能性のある園児に対して、支
援方法やかかわり方を検討し、必要なサービスにつなげて
いく取り組みを行っている。子どもの困り感に医療が介入
し、早期からの療育を開始するためには、専門医の受診に
つながる新たなサービスの創出が必要であると考えられ
た。新見公立大学地域共生推進センターでは、新見市内の
「健やかな子どもの発達」の一助を担う場の提供として発
達支援センター「なごみ」を2022年4月に新見公立大学（以
下、NiUとする）新見駅西サテライト内に新設した。当初
は新見市内の発達障害の特性をもった子どもたちの医療
面でのフォローの場であると想定されていたが、住民の真
のニーズ、大学側に求められるニーズは何なのかを探求す
ることから始まった。

本稿では、中山間地域の子どもの健康課題に関する新見
公立大学地域共生推進センターの保健師（以下、保健師と
する）による事業創出に焦点をあて、地域における母子保
健活動と就学前後の子どもの関係機関との連携の必要性
の成果、分析、今後の課題を明らかにすることを目的とす
る。

Ⅰ 中山間地域の子どもの健康課題の把握までの経過

1.NiU駅西サテライトにおける地域関係機関の交流会の開
催（全3回）

交流会の開催にあたっては、事前に関係機関に直接出向
き、新見市の子どもたちが健やかに発達するための大学の
目指す姿の発信、地域の関係機関がどんな役割を担えてい
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本稿では、中山間地域の子どもの健康課題に関する新見公立大学地域共生推進センター保健師（以下、保健
師とする）による事業創出に焦点をあて、地域における母子保健活動と就学前後の子どもの関係機関との連携
の必要性の成果、今後の課題を明らかにすることを目的とした。地域関係機関でのグループワークを重ね、住
民のニーズに基づいた取り組みに近づくために関係者交流会を開催したことが、ニーズ課題に基づく事業創出
を展開し、新見市の子どものビジョンを共有できる場になったと考えられる。近年の課題である不登校や学校
への不適応等の予防となる「切れ目のない支援」を行うには、地域保健と学校保健の連携・協力の強化や医療
をも含めた連携のシステム化を図った活動強化が求められる。今後もまちづくりに新見公立大学の持つ専門的
な知見や人材を活用し、本市の活性化や課題解決を図る取り組みが必要であると考えられる。
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るのかそれぞれの役割を確認し、連携・協働できる関係と
なるように顔のみえる関係づくりの場の提供を目的に説
明を行った。構成メンバーは新見市内の子どもに関係する
団体として新見市健康医療課、福祉課、子育て支援課、新
見市教育委員会、新見市社会福祉協議会、新見市保育協議
会、新見市医師会、市内療育関係者、新見市障害者地域活
動支援センター、備北保健所新見支所、新見公立大学地域
共生推進センターとした（図１）。

１）第１回は2022年7月に開催した。新見公立大学学長によ
る「NiU新見駅西サテライトの目指すところ」と題して講
話をしていただき、大学を活かしたまちづくりとして、新

見公立大学を活用し、新見市の活性化や課題解決を図る取
り組みを行っており、NiU新見駅西サテライトの目指すと
ころは、①学生の学び（経験学修）の場になること、②共
生社会の構築に貢献する場になることという2点であり、
特に「健やかな子どもの発達」支援は、少子化の進む新見
市において最も重要な課題であり、発達支援センター「な
ごみ」は全ての関係者が連携・協働して有効活用されるこ
とが望まれるという内容であった。

交流会での意見交換では、地域の強みとして、【顔の見
える関係ができている】ということで、課題として【就学
後の小学校から中学校、中学校から高等学校の切れ目のな
い支援のシステムが構築されていない】【市内に児童発達
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図１．N iU駅西サテライトにおける地域関係機関の交流会

図２．相談事業広報 図３．講演会広報
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の専門医がいない】【保健所の思春期相談や市の発達相談
回数が少なく、タイムリーに利用できない】【児童発達の
専門医を受診するには市外で予約に時間がかかる】などが
挙げられ、大学への期待として【安心できる場所】【不登
校児の居場所】の提供や、【現在、実施している事業の評
価】が求められた。

２）第2回は2022年10月に開催した。新見市内の小・中学校
の登校状況等を情報共有できるよう事前に新見市教育委
員会に出向き、講師依頼を行った。新見市教育委員会、新
見市特別支援教育推進センターから「新見市における小中
学生の不登校の推移など」や「新見市の行っている不登校
支援」について情報共有があった。令和3年度間の国公私立
の小・中学校における不登校児童生徒数は244,940人（前年
度196,127人）であり、児童生徒1,000人当たりの不登校児童
生徒数は25.7人（前年度20.5人）となり、不登校児童生徒数
は9年連続で増加し、過去最多となっている４）ことが報告さ
れており、新見市も例外ではなく、増加傾向にある。この
ことから、グループワークでは、不登校対策として、自分
たちに何ができるか、今後どのような取り組みが必要かを
話し合った。【朝、起きることができずに、そのまま欠席
にならないよう子どもを起こしに行くボランティア】【不
登校の保護者に寄り添うために不登校経験のある人に話
を聞いてもらう】【小学校が統合されたために登校の手段
がないので迎えに行くボランティア】などインフォーマル
な社会資源を提案する意見が多く出る中、【不登校の先に
引きこもりがある】【学校に行かないと社会性が育まない】
【学校へ行くための支援ではなく、自立のための支援が必
要】など学校に登校することによる価値を見出す意見もみ
られた。

３）第3回は2023年3月に開催した。「新見市の子どもの喫
緊の健康課題は不登校対策ではないだろうか」とのことか
ら、「不登校の見立てと対応～小児科医の視点～」につい
て岡山大学病院小児医療センター小児心身医療科医師に
よるご講演をいただいた。小児科が「不登校」を診る意義
について、早期の対応が必要であり、初期には身体症状を
主訴とすることが多く、不登校は「疾患」ではなく、生物
心理社会的モデルを用いて包括的に評価し、不登校の背景
となる４つの要因（身体疾患、精神疾患、発達障害、環境
要因）を見立てることが重要である。参加者の意見には、
【不登校児童生徒の背景の要因を見立て、その要因に応じ
た対応ができるように学校現場へも伝えていきたい】【小
児心身医療の専門の先生の話が聞ける貴重な機会となっ
た】【発達障害の二次障害とならないよう、早期のうちに
困り感に気づきたい】とあった。

岡田５）らは、地域ケアシステム構築のために必要な保健
師の能力に“場を共有し、話し合う場を持つ”ことを挙げて

いる。また、大串６）は多様な経験や価値観から新たな価値
を生み出す場をつくるために、同じ目的をもった関係者が
主体的にかかわることができるようにするリーダーが必
要であると述べている。地域関係者間でのグループワーク
を重ね、住民のニーズに基づいた取り組みに近づくために
関係者機関交流会を開催したことが、新見市の子どものビ
ジョンを共有できる場となったと考えられる。

2.行政との話し合い　　
令和5年1月から、新見市役所保健福祉部職員に対し、

NiU新見駅西サテライト発達支援センターの目指す姿に
ついて協議の時間を重ねた。現在実施されている新見市の
母子保健対策や母子保健管理システムと重複する事業で
はなく、新見市の子どものために、大学は困りごとのある
子どもと親などへの寄り添う支援を実施する旨の趣旨の
説明を繰り返した。令和5年4月からは5回に渡り協議を重
ね、その際には、独立行政法人国立病院機構岡山医療セン
ターと連携協定の基、新たに相談する担当医の紹介や活用
についても説明を加えた。担当医師には、事業開始する前
に、市保健師への紹介を兼ね新見市の母子保健の現状につ
いても話し合えた。新見市の幼児健診からの気になる子ど
もの相談経路や、保育園児の気になる子どもについても、
市保健師に連絡し、市保健師から予約が入るしくみづくり
が構築できた。また、備北保健所新見支所との事業重複に
ついても、調整を図った。

3.独立行政法人国立病院機構岡山医療センターとの小児の
発達障がい領域についての協定

新見市内の小児科医療、特に小児の発達障がい領域を中
心とする小児医療の課題について、研究活動を連携、協力
し推進することにより、地域社会の発展及び地域を支える
人材の育成並びに、教育・研究の充実に寄与することを目
的に、2023年2月22日に独立行政法人国立病院機構岡山医
療センターと本学との小児の発達障がい領域についての
協定を締結した。

4.医療機関との話し合い　
先に述べたように、本市では小児神経科等の専門医を受

診するには市外の総合病院へのアクセスを余儀なくされ
ている。早期からの療育が育てにくさを感じる親に寄り添
う支援７）であることからも、診断書や意見書の作成や必要
な場合には投薬等が市内で完結できるように市内総合病
院の小児科に嘱託勤務医師として大学が主となり病院へ
の働きかけを行うことで、新見市内での体制整備の基礎が
構築された。

5.岡山大学病院小児心身医療科との共同研究の協定
新見市内の小児心身医療の課題について研究活動を連
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携・協力して推進することにより、地域社会の発展及び地
域を支える人材の育成並びに、教育・研究の充実に寄与す
ることを目的として2023年3月10日に岡山大学病院小児心
身医療科と本学との共同研究の協定を締結した。

Ⅱ 中山間地域の子どもの健康課題に関する事業創出の

展開

中山間地域である新見市の子どもの健康課題に関して
のニーズを把握し、市内の関係者との話し合いを重ね、専
門医による医療介入が必要であることから、新たな事業創
出を展開した。

1.子どものこころとからだの相談・カウンセリング
幼児健診での気になる子どもや集団の中での困り感を持

った子どもについては、保護者をはじめ、保健師、保育士
などが専門医に相談し、見立てを行うことで手立てにつな
がることから新見市内で完結できる相談（診察）できる体
制づくりを計画した。

2023年5月から発達障害や不登校など課題を有する子ど
もとその保護者を対象に、毎月第１木曜に小児神経科医師
による相談・カウンセリングを開始した。通常学級在籍者
で発達障害の診断がない児についても、何らかの支援が必
要な困り感をもっており、それによる行きしぶりや不登
校、摂食障害、起立性調整障害等といった2次障害とみられ
る来談者がみられた（表１）。

2.行きしぶり・不登校等親の会
行きしぶり・不登校・ひきこもり等の保護者が、経験者

と話をすることで気持ちを整理したり、本人に寄り添うヒ

ントを見つけることができるよう不登校の経験がある保
護者がボランティアとして毎月1回、相談を立ち上げた。大
学ではNiU駅西サテライトの発達支援センターの場の提
供を行っている。大学が行っている子どものこころとから
だの相談・カウンセリングに来談している保護者にも「親
の会」の利用を紹介し、もやもやしている胸の内を話すこ
とで子どもに向き合うことが出来るようになったとの声
も聞かれた。

3.不登校をテーマにした講演会の実施
岡山大学病院小児医療センター小児心身医療科医師に

より「子どもの生活リズム～学校に行けない子どもたち
～」と題して講演会を開催した。近年、生活リズムの乱れ
やメディア依存などによる不登校の児童生徒数の増加が
社会問題となっている。今回は、小児心身医療に専門的に
取り組んでいる医師から子どもの生活リズムの重要性に
ついて講演していただき、新見の子どもたちの健康課題に
ついて共に考え、今後の発達支援の充実を図ることを目的
に開催した。「発達特性があり、切り替えが苦手な小学校
高学年の息子がいます。もちろんゲームもなかなかやめら
れず、ゲームに関しては癇癪を起こしがちなので、今後が
心配です」、「切り替えが苦手な子にアプローチする方法
が知りたい」、「可能であれば、行きしぶりが見られ始め
た時の対応等教えていただきたい」、「子どもの生活リズ
ムの乱れは親の教育の影響が大きいのか？」、「家庭内の
教育以外で乱れを正すにはどのような方法が有効か？」、
「生活リズムを整えるにあたり、保護者との連携を強化す
るための手立てがあれば教えて欲しい」などといった盛ん
な質疑応答のやりとりがみられ、不登校に対する関心の高
さがうかがえた。

4.継続した研修会の開催
2023年7月19日に新見市障害者自立支援協議会児童部会

の委員を対象にした研修会「発達支援の必要な児童・生徒
に対する就学前の対応～他自治体の取り組みも含めて
～」、7月20日には新見市内で勤務する保健師を対象に「発
達に課題のある子どもへの支援について」について岡山大
学小児心身医療科医師による研修会を開催した。臨床現場
からの経験を中心に、就学前の情報収集と連携の必要性や
子どもの困り感に気づくサインとその対処などを学んだ。

Ⅲ 今後の課題

1.「不登校」から遡って、「切れ目のない支援」の評価
新見市内において「不登校児童が健康課題である」とい

う地域課題から新規事業の創出にいたった。小・中学校の
不登校の相談の背景には、就学前までの療育の対象として
把握されていなかった軽度発達障害の可能性が疑われる
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表１．こどもの発達とこころの相談・カウンセリング事業来談内訳



事例も多くなる８）ことや知的障害を伴わない発達障害の子
どもは小学校低学年から不登校の出現が多い傾向を示し
ていること９）も報告されていることから、保護者の同意を
得た上で、直接的に関わる教育機関や行政保健師等と連携
して継続支援していきたい。就学後の子どもの困り感、就
学前の集団の場面においての困り感、家庭での育てにくさ
など遡って母子保健活動の評価を行う必要性があると考
えられる。また、親への支援で児の発達を助ける10）ことか
らも、ライフサイクルに応じた「切れ目のない支援」を行
うために、保健師の把握している乳幼児期の情報の引継ぎ
も重要である。今後は、表面化している不登校の課題から、
乳幼児期への振り返りを行い、新見市の母子保健対策がさ
らに強化できるよう、側面からの支援が必要であると考え
られる。

2.行政や関係機関との関係性を考慮した事業創出、住民の
ニーズの把握

現在、新見市内においては自立支援協議会児童部会が核
となり、発達障がい児援、育てにくい子どもの保護者支援
（ペアレント・トレーニング事業）、巡回相談などトータ
ルライフ支援プロジェクトを展開しているが、就学前後の
切れ目のない支援だけでなく、小学校から中学校、中学校
から高等学校への接続支援も検討中である。継続的に研修
会を開催することにより、意見交換や情報共有などを定期
的に行い、地域における関係機関が連携することによる質
向上への取り組みも重要な課題と考えられる。就学後は保
護者に出会う機会もなくなり、小学校や養護学校等の学齢
期以降の情報を得る機会が少なく支援の途切れやすさが
ある11）ことや、特別な支援を必要とする子どもたちは、小
学校生活への適応がより難しいことが指摘され、円滑な接
続が指摘されている12）ことからも、近年の課題である不登
校や学校への不適応等の予防となる「切れ目のない支援」
を行うには、地域保健と学校保健の連携・協力の強化や医
療・児童福祉をも含めた連携のシステム化を図った活動
強化が必要である。

3.大学の展望、理念にもとづいた事業創出
新見公立大学では地域包括ケアの深化・地域共生社会

の実現に向けて、中山間地域の持続可能性の指標として
「健やかな子どもの発達」、「心の豊かさの向上」、「高
齢者の健康寿命の延伸」を掲げている。病気や障害をもっ
ていても、社会に適応してその人らしく生活している状態
が「健康」であり、それを支える人と仕組みを科学するこ
とを目指し、大学を活かしたまちづくりに取り組んでい
る。今回の事業創出が新見市の社会資源の1つとなり、誰も
が支え合う共生社会の実現に一歩近づいたものである。

今後もまちづくりに新見公立大学の持つ専門的な知見
や人材を活用し、本市の活性化や課題解決を図る取り組み

が必要であると考えられる。
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